別記様式第１号（第４条関係）
土地開発事業事前協議（再協議）申出書

　　年　　月　　日　
大野町長　様
事業者氏名又は名称及び住所並びに　　
法人にあってはその代表者の氏名　㊞　
　　　（連絡先　　　　　　　　　　　　）　
大野町開発指導要綱第４条第１項（第４条第４項）の規定により、次のとおり協議します。

	土地開発事業名
	
	※整理番号
	

	開発区域の位置
	
	※受理年月日
	

	事業の種別
	
	
	

	工事施工予定者

住所氏名
	
	
	

	工事予定期間
	
	※備考欄

	開発区域の面積
	
	

	事業計画
	別紙事業計画概要書のとおり
	

	法令に基づく

許認可等の

手続状況
	農地法許可申請
(第　　条申請　　　 年   月提出)
	


注　※印欄は、記入しないこと。

備考　１　事業計画概要書は、別紙として作成し、次の事項を記載すること。

　　　　　⑴　計画の概要

　　　　　⑵　開発区域の現況（面積、土地に対する権利、地形等）

　　　　　⑶　土地利用の計画（利用面積、法令による制限等）

　　　　　⑷　事業計画（施設設置計画、自然環境の保全）

　　　　　⑸　土地開発事業完成後の計画

　　　　　⑹　事業収支計画

　　　　　⑺　事業者（工事施工者）業務経歴書
２　添付書類は、次のとおりとすること。

　　　　　⑴　開発区域位置図　：　縮尺　５０，０００分の１以上
　　　　　⑵　現況平面図　：　縮尺　　２，５００分の１以上

⑶　土地の公図の写し
　　　　　⑷　土地利用計画図　：　縮尺　　１，０００分の１以上

　　　　　⑸　造成計画平面図　：　縮尺　　１，０００分の１以上

　　　　　⑹　造成計画断面図　：　縮尺　　１，０００分の１以上
　　　　　⑺　給水施設計画平面図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

　　　　　⑻　排水施設計画平面図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

⑼　道路縦断図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

　　　　　⑽　道路横断図　：　縮尺　　　　　５０分の１以上

　　　　　⑾　構造図　：　縮尺　　　　　５０分の１以上

（二次製品の場合は、カタログ可）

⑿　排水系統図
⒀　流量計算書
⒁　開発事業に関する合意書
（別紙）
事　業　計　画　概　要　書

１　計画の概要

２　開発区域の現況

　⑴　開発区域内の地目別、所有者別の土地面積

	区分
	公　　簿　　面　　積
	実測面積

	
	自己

所有地

　（㎡）
	買収

予定

面積

　（㎡）
	地上権賃貸借

契約済

面積

　（㎡）
	地上権賃貸借

予定

面積

　（㎡）
	国及び地方公共団体所有地

　（㎡）
	その他

（㎡）
	計

（㎡）
	割合

（％）
	面積

（㎡）
	割合

（％）

	宅地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	農地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	山林
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	原野
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	公共

公益

施設
	赤線
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	青線
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	100
	
	100


注　１　実測面積が不明の場合は、地図上で測定した面積を記載すること。
２　公共公益施設用地のうち、公簿の存在しない法定外公共物（赤線、青線）については、公図求積による面積を公簿面積に記入すること。

３　「その他」欄については、欄外等に具体的に記入すること。

⑵　開発区域及び周辺の地形等

	区　　　分
	説　　　　　　　　　　　明

	周辺の土地の状況
	ア　市街地内　イ　市街地近辺　ウ　農村集落内　エ　農村集落近辺

オ　農耕地内　カ　山林地内　　キ　その他（内容　　　　　　　　）

	標高、地層、土質
	開発区域内の

標高
	最高地　　　　m
	地層・土質
	

	
	
	最低地　　　　m
	
	

	
	
	平　均　　　　m
	
	

	樹林（竹林）地の

面積及び樹種等
	開発区域内の樹林（竹林）地面積　　　　　　　㎡　　樹種等

（開発区域総面積の　　　　　％）

	河川等
	開発区域面積の　　　　％は　　　　川　～　　　　川を経て　　　　川へ流出

開発区域面積の　　　　％は　　　　川　～　　　　川を経て　　　　川へ流出

開発区域面積の　　　　％は　　　　川　～　　　　川を経て　　　　川へ流出

	開発区域の外周部から近辺の集落までの距離
	　　　　　      　　町　　 　 　　　集落までの距離　　　　　　m

　　　　　      　　町　　 　 　　　集落までの距離　　　　　　m

　　　　　      　　町　　 　 　　　集落までの距離　　　　　　m

	交通条件
	大野町役場から開発区域へ到達するまでの道路経路

道　　　　　線　Ｗ＝　　　　　ｍ、Ｌ＝　　　　　ｍ

道　　　　　線　Ｗ＝　　　　　ｍ、Ｌ＝　　　　　ｍ

道　　　　　線　Ｗ＝　　　　　ｍ、Ｌ＝　　　　　ｍ

道路がない区間　　Ｌ＝　　　　　　ｍ、（現況地目　　　　　　　　　）

	既存水利権等
	農業用水源として取水しているもの　　　　　川　　所在施設

その他の水源（　　　　　　）として取水しているもの　　　　　川　所在施設

	近辺の公益的施設等までの距離（小学校、中学校までの距離は必ず記入すること。）
	施設名
	· ○

保育園
	· ○

小学校
	· ○

中学校
	· ○

学　校
	· ○

公民館
	大野町

役　場
	

	
	距　離
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ
	ｍ

	開発区域内及び近辺で過去に発生した災害の現況
	


注　１　「河川等」欄は、開発区域内の雨水が１級河川へ放流されるまでの経路を流域毎に順を追って記載すること。
２　「既存水利権等」欄は、関係する河川について影響する全ての既存水利権を記入すること。

３　土地利用の計画
⑴　土地利用面積

	区　分
	総面積
	営業施設用地
	公共的施設用地
	残 存 地

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	面　積

㎡
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	比　率

％
	100
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　「営業施設用地」欄には、分譲用宅地、ゴルフ場のホールのほか、クラブハウス、スキー場のゲレンデ等、当該土地開発事業施行の主たる目的とした施設に係る面積を記載し、「公共的施設用地」欄には、道路、公園、緑地、広場、集会所、給水、排水等開発区域内で事業者が施工する施設に係る面積を記載すること。

⑵　開発区域内における法令等に基づく開発行為の制限等

	区　　　　　　　　分
	規制の種別
	面　積　㎡

	１　農　地（農地法）
	
	

	２　農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律）
	
	

	３　土地改良計画樹立区域（土地改良法）
	
	

	４　国・県の補助、融資に係る農業事業の実施区域
	
	

	５　河川区域、河川保全区域（河川法）
	
	

	６　法定外道水路
	
	

	７　その他（規制事項を具体的に記載すること。）
	
	


注　１　該当するものに○印を付すること。
２　「規制の種別」欄は、該当する制限区域の規制内容がさらに区分されている場合に、その区分種別を記載すること。

　　　３　「面積」欄は、実測（又は地図により測定した）面積を記載すること。

４　事業計画
⑴　計画事業費（全体計画）　（第　　　期計画）

	総　　　額
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　）万円

	内　　　　　　　　　　訳
	用地買収費
	

	
	工事費
	

	
	その他経費
	


注　１　概算の計画事業費を掲載すること。

　　　２　第１期工事、第２期工事等数期に分割して工事を施工する計画である場合には、全体計画の表のほか、各期ごとの表も作成すること。

　　　３　総額の欄には、自己資金額を（　）書きすること。

⑵　施設設置計画の概要（全体計画）　（第　　　期計画）

	施　設　区　分
	計　　画　　の　　概　　要

	開　　発　　区　　域　　内　　施　　設
	営　業　施　設
	分譲用住宅
	区画数　　　　　　　　１区画の面積　　　　　　　　　㎡

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	道　　路
	施設の概要

	
	
	内　訳
	幹線道路
	W=       m、L=      m、最急勾配　　　％、最小曲線半径　　　m、路面仕上げ

	
	
	
	支線道路
	W=       m、L=      m、最急勾配　　　％、最小曲線半径　　　m、路面仕上げ

	
	
	
	その他道路
	W=       m、L=      m、最急勾配　　　％、最小曲線半径　　　m、路面仕上げ

	
	駐車場
	　　　　　　か所　　　　　㎡

	
	公園、広場
	　　　　　　か所　　　　　㎡　　　施設の概要

	
	給水施設
	施設の概要

	
	排水施設
	集水区域　　　　　㎡分は　　　　　川へ流末処理する（調整池を　　　　か所設置）

集水区域　　　　　㎡分は　　　　　川へ流末処理する（調整池を　　　　か所設置）

施設の概要

	
	防災施設
	施設の概要

	
	汚水処理施設
	処理方式　　　　　　排水汚水の種類　　　　　数量

	
	廃棄物処理施設
	処理方式　　　　　　廃棄物の種類　　　　　　数量

	
	消防用施設
	自然水利　　　か所、貯水池設置　　　　か所、消火栓設置　　　　か所、その他施設　　　　　

	
	学校、保育所、集会所

その他の公益的施設
	施設の概要

	
	その他の施設
	施設の概要

	開発区域外施設
	接続道路
	道路新設　Ｗ＝　　　ｍ、Ｌ＝　　　ｍ、

　　　　　勾配　　　％
	事業者が行う

改良計画の有無

	
	
	接続先の公道の現況交通量　　　　　　台／日
	有　・　無

	
	排水施設
	施設の概要

	
	その他の施設
	


注　排水計画系統略図を添付すること。

⑶　関連公共、公益的施設（国、県、町等が管理する施設）の整備計画

	施　設　区　分
	施　　設　　名
	施　設　管　理　者
	事業者が行う整備計画

	交通施設
	
	
	

	給水施設
	
	
	

	排水施設
	
	
	

	教育施設
	
	
	

	社会施設
	
	
	

	環境衛生施設
	
	
	

	その他施設
	
	
	


注　土地開発事業の施行によっては、国、県、町等の公共、公益的施設に影響を及ぼす場合においては、当該公共、公益的施設の整備を事業者が施行又は経費を負担して行うときの計画を記載すること。

⑷　自然環境の保全計画

	自 然 環 境 の 保 全 計 画
	開発区域内及び周辺の

地域の自然環境の状況
	

	
	自然環境保全の方針
	現存自然植生の保全

	
	
	貴重な動植物の保護

	
	緑地面積の割合
	緑地面積　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　　　　　　×　100  =          %

開発区域総面積　　　　㎡


⑸　給水計画

	計画給水人口
	　　　人
	総給水量
	最大
	㎥/日
	１人当た

り給水量
	最大　　 　　　ℓ/日

	
	
	
	平均
	㎥/日
	
	平均　　　　 　ℓ/日

	水　源　及　び　水　量
	公共水道

から受水
	町上水道から受水　最大受水量　　　　　　　　　　　　　　　　　㎥/日

簡易水道から受水　最大受水量　　　　　　　　　　　　　　　　　㎥/日

	
	表流水を

取水
	水源の

名称
	
	最大取水量　　　　　　　㎥/日

	
	
	
	
	最大取水量　　　　　　　㎥/日

	
	
	計
	最大取水量　　　　　　　㎥/日

	
	地下水

汲み上げ
	か所数　　　　　　　　　　　　　か所
	㎥/日

	浄水の方法
	


５　土地開発事業完成後の計画

利用者数の見込み　　　　　　　　　　　　　　　従業者数の見込み
	施設別
	年間利用者数
	１日平均

（休日・祝日等）
	
	職種別
	従業者数
	うち

地元採用

	
	人
	人

（　　　　　）
	
	
	人
	人

（　　　　　）

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	（　　　　　）

	
	
	（　　　　　）
	
	
	
	（　　　　　）

	計
	
	（　　　　　）
	
	計
	
	（　　　　　）


注　施設完成後の利用者数見込みを記載　　　　　　注　施設完成後の雇用従業者数の計画を
　　すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記載すること。

６　事業収支計画

	科　　　目
	金　　　額
	
	資金の種別
	金　　　額

	収　　　入
	処分収入

宅地処分収入

その他の収入

計
	千円
	
	自己資金

入会金等

借入金

計
	千円

	支　　　出
	用　地　費

工　事　費

　整地工事費
　道路工事費
排水施設工事費

給水施設工事費

付帯工事費

事　務　費

借入金利息

計
	

	差　　　引
	


７　事業者（工事施工者）業務経歴書

	氏名（名称及び代表者名）
	

	住所（所在地）
	

	営業種目
	

	創立後の沿革概要
	


	法令による登　　　録
	建設業法

宅地建物取引業法

その他
	
	資本金
	万円

	
	
	
	主な取引

銀行等
	

	職員数
	事務員　　　人その他　　　　人

技術職　　　人

労務職　　　人　合計　　　　人
	主要建設機械

の種別台数
	

	主な役員及び技術者名
	役職名
	氏　　　名
	年　齢
	在社年数
	資格免許・学歴・その他

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	過去３年間における
土地開発事業の実績
	事業名

（工事名）
	事業主・元請

下請の別
	場　所
	面　積

㎡
	着工年月日

完成年月日
	工　事　高

万円

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	備　考
	


注　１　事業者及び工事施工予定者について、別々に作成すること。
２　法人登記事項証明書、宅地建物取引業免許の写し等法令による資格証の写し及び最近３年間の決算報告書を添付すること。
別記様式第２号（第４条関係）
第　　　　号　
　　年　　月　　日　
　　様
大野町長　　　　　　　印　
土地開発事業計画の変更（中止）通知書
　大野町開発指導要綱の規定に基づき協議の申出のあった土地開発事業計画の内容は、下記の理由により不適当であると認められるので当該事業計画を変更（中止）してください。

記

	土地開発事業名
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積
	

	理由
	


別記様式第３号（第４条関係）
第　　　　号　
　　年　　月　　日　
　　様

大野町長　　　　　　　印　
土地開発事業事前協議の結果の通知書

土地開発事業事前協議の申出のあった下記事業について、留意事項を履行することに異議がなければ大野町開発指導要綱に定めるところにより土地開発事業確認申請書を提出してください。

記

	土地開発事業名
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積
	

	留意事項
	


別記様式第４号（第６条関係）
土地開発事業（変更）確認申請書

　　年　　月　　日　
大野町長　様
事業者氏名又は名称及び住所並びに　　
法人にあってはその代表者の氏名　㊞　
（連絡先　　　　　　　　　　　　）　
　大野町開発指導要綱第６条第１項（第６条第５項）の規定により、土地開発事業の設計の確認を申請します。

	土地開発事業名
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積及び

予定建築物の用途
	開発区域

㎡
	予定建築物の用途

	工区数及び区画数
	工区数
	区画数

	工事施工者の住所

及び氏名、連絡先
	連絡先

	工事予定期間
	　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日　まで

	その他の必要事項
	

	※確　認
	受　　　　　付
	確　　　　　認
	※受付印
	

	
	　　　第　　　　　　号
	　　　第　　　　　　号
	
	

	
	　　　　年　　月　　日
	　　　　年　　月　　日
	
	


注　１　※印欄は、記入しないこと。
２　変更の場合には、その変更理由及びその内容を「その他必要事項」欄に、朱書きすること。

添　付　書　類　　（添付書類は、次のとおりとする。）

　１　申請書様式（添付書類）

　　　　⑴　土地開発事業計画（変更）書
　　　　⑵　設計説明書
　　　　⑶　権利関係調書
⑷　「土地開発事業事前協議の結果の通知書」に対する回答

　　　　⑸　関係法令等に基づく申請、許認可等の写し
・道路関係（位置指定・自費工事・占用　等）　　

　　　　　　・上水道関係（自費工事　等）

　　　　　　・大野町埋立て等の規制に関する条例関係

　　　　　　・揖東土地改良区関係（排水路使用許可書　等）
２　添付図面

　　　　⑴　開発区域位置図　：　縮尺　５０，０００分の１以上
　　　　⑵　開発区域区域図　：　縮尺　　２，５００分の１以上

　　　　⑶　現況平面図　：　縮尺　　２，５００分の１以上
　　　　⑷　土地の公図の写し
　　　　⑸　実測図に基づく公共　

　　　　　　施設の新旧対照図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

　　　　⑹　土地利用計画図　：　縮尺　　１，０００分の１以上

　　　　⑺　造成計画平面図　：　縮尺　　１，０００分の１以上

　　　　⑻　造成計画断面図　：　縮尺　　１，０００分の１以上
　　　　⑼　給水施設計画平面図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

　　　　⑽　排水施設計画平面図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

⑾　道路縦断図　：　縮尺　　　　５００分の１以上

　　　　⑿　道路横断図　：　縮尺　　　　　５０分の１以上

　　　　⒀　構造図　：　縮尺　　　　　５０分の１以上

（二次製品の場合は、カタログ可）

　　　　⒁　防災工事計画平面図　：　縮尺　　１，０００分の１以上
　　　　⒂　防火水槽構造図　：　縮尺　　　　　５０分の１以上
　　　　⒃　防災施設構造図　：　縮尺　　　　１００分の１以上

　⒄　流量計算書
土　地　開　発　事　業　計　画　（変　更）　書

	開発の目的
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積
	㎡

	設計者の住所及び氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

	工事施工者の住所及び氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

	工事管理者の住所及び氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

	工　　事　　の　　設　　計　　内　　容
	街　　区
	街区数
	総街区面積
	一街区平均

面積
	総宅地数
	一宅地平均

面積

	
	
	
	㎡
	㎡
	
	㎡

	
	道　　　　　路
	幅員　　 m
	延長　 　m
	面積　 　㎡
	最大勾配　%
	路面仕上

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	公　　　園
	番号
	面　積　㎡
	敷地勾配％
	施　設　の　概　要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	給 水 施 設
	


	工　　　事　　　の　　　設　　　計　　　内　　　容
	排　水　施　設
	種類
	

	
	
	材料
	

	
	
	形状
	

	
	
	寸法
	

	
	
	勾配
	　　　　％（最小勾配　　　　％）

	
	
	し尿処理
	

	
	
	放流先
	

	
	消防水利
	種類
	

	
	
	規模

及び

構造
	

	
	地　盤
	

	
	擁　壁
	種類
	

	
	
	高さ
	

	
	
	長さ
	

	
	防災施設
	

	
	その他の施設
	

	工事の予定期間
	　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日　まで

	
	工区別
	※

	事業費
	円

	その他参考

となる事項
	


注　※印には、工事を工区別に分けた場合のみ記入すること。

権　　利　　関　　係　　調　　書

⑴　土　地

	所在地及び地番
	地　目
	地積　㎡
	権利の種別
	権利者の住所及び氏名
	摘　　要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


⑵　工作物

	所在地及び地番
	地　目
	地積　㎡
	権利の種別
	権利者の住所及び氏名
	摘　　要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　１　「地目」欄は、田、畑、宅地、山林、原野等の区別を記入すること。
２　「権利の種別」欄は、当該土地に係る所有権、地上権、永小作権、地役権、入会権、留置権、先取得権、質権、抵当権等の区別を記入すること。
別記様式第５号（第６条関係）
第　　　　号　
　　年　　月　　日　
　　様

大野町長　　　　　　　印　
土地開発事業（変更）確認通知書

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった（変更）確認については、基準に適合していることを確認したので、大野町開発指導要綱第６条第４項の規定により通知します。

記

	土地開発事業名
	

	事業者の住所及び氏名
	

	工事施工者の
住所及び氏名
	

	開発区域の位置
	

	開発区域の面積及び
予定建築物の用途
	開発区域
㎡
	予定建築物の用途


	工区数及び区画数
	工区数
	区画数

	工事予定期間
	　　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日まで

	その他の必要事項
	


別記様式第６号（第６条関係）

第　　　　号　
　　年　　月　　日　
　　様

大野町長　　　　　　　印　
大野町開発指導要綱第７条に規定する基準に適合しない（確認できない）旨の通知書

　別添の土地開発事業（変更）確認申請書に係る工事の設計は、下記の理由により、大野町開発指導要綱第７条に規定する基準に適合（するかどうかを判断することができないので・しないと認めましたので）、同要綱第６条第４項の規定により通知します。

記

理由　：

別記様式第７号（第１１条関係）
工事施工者（工事期間）変更届出書

　　年　　月　　日　
大野町長　様
事業者氏名又は名称及び住所並びに　　
法人にあってはその代表者の氏名　㊞　
（連絡先　　　　　　　　　　　　）　
　大野町開発指導要綱第１１条の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

	確認番号・確認年月日
	第　　　号　・　　　　　年　　月　　日

	土地開発事業名
	

	工事施工者の

住所及び氏名
	新
	

	
	旧
	

	工事期間
	新
	

	
	旧
	

	変更年月日
	　　　年　　　月　　　日

	備考
	


別記様式第８号（第１１条関係）
工事廃止（中止・再開）届出書

　　　年　　月　　日　
大野町長　様
事業者氏名又は名称及び住所並びに　　
法人にあってはその代表者の氏名　㊞　
（連絡先　　　　　　　　　　　　）　
　大野町開発指導要綱第１１条の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

	確認番号・確認年月日
	第　　　号　・　　　　　年　　月　　日

	土地開発事業名
	

	開発区域に含まれる場所
	

	廃止（中止・再開）年月日
	　　年　　月　　日

	廃止（中止・再開）の理由
	

	中止予定期間（再開後

の工事予定期間）
	　　年　　月　　日　から

　　年　　月　　日　まで

	廃止（中止）時の工事進捗

状況（図面及び写真添付）
	

	防災措置

（図面添付）
	

	備考
	


別記様式第９号（第１４条関係）
工事完了届出書

　　年　　月　　日　
大野町長　様
事業者氏名又は名称及び住所並びに　　
法人にあってはその代表者の氏名　㊞　
（連絡先　　　　　　　　　　　　）　
　大野町開発指導要綱第１４条第１項の規定により、土地開発事業に係る工事が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

	確認番号・確認年月日
	第　　　号　・　　　　　年　　月　　日

	土地開発事業
	

	工事完了年月日
	

	工事を完了した開発区域

又は工区に含まれる場所
	

	備考
	


別記様式第１０号（第１４条関係）
　　第　　　　号　
　　年　　月　　日　
　　様

大野町長　　　　　　　印　
土地開発事業に係る工事の確認済証

　下記の土地開発事業に係る工事は、　　　　年　　月　　日検査の結果、大野町開発指導要綱第６条第１項の規定により確認を受けた設計に適合していることを認めます。

記
	確認番号・確認年月日
	第　　　号　・　　　　　年　　月　　日

	開発区域又は工区の位置
	

	事業者の住所及び氏名
	


開発事業に関する合意書
　　年　　月　　日
大野町長　　様
開発事業者　　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　印
　本土地開発事業に係る事前協議申出書の作成にあたっては、大野町開発指導要綱第８条の規定に基づき、地域住民、権利者その他関係者に対して事業計画及び施行方法等十分周知いたします。
　なお、下記のとおり地域住民、権利者その他関係者と合意しておりますので報告いたします。
	開発事業の名称
	

	開発区域の場所
	大野町大字

	開発の期間
	　　　年　　月　　日　　～　　　　年　　月　　日

	項　　目
	合　意　の　内　容

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


PAGE  
- 8 -

